
 

鳥取砂のルネッサンス活動支援補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取砂のルネッサンス活動支援補助金（以下「本補助金」という｡）

の交付について、鳥取市補助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、鳥取砂のルネッサンス実行委員会が本市の砂像文化醸成を図るた

めに行う事業を支援し、鳥取市ならではの観光資源である「砂像」や「砂」に対する市

民の興味関心を高め、それらの資源を活用した観光振興による地域経済の活性化に資

することを目的として交付する。 

  

（補助対象者） 

第３条 本補助金の交付の対象となる者は、鳥取砂のルネッサンス実行委員会（以下「実

行委員会」という。）とする。 

 

（補助対象事業） 

第４条 本補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、第２条

の目的の達成に資するため実行委員会が実施する活動とする。ただし、次の各号のい

ずれかに該当するものを除く。 

⑴ 政治活動又は宗教活動を目的とするもの 

⑵ その他市長が適当ではないと認めるもの 

 

（補助対象経費） 

第５条 本補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対

象事業に要する経費のうち、別表に掲げる経費（仕入控除税額（補助対象経費に含ま

れる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８

号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と、当該金額に地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額の合

計額をいう。以下同じ。）を除く。）とする。 

 

（補助金の算定） 

第６条 本補助金は、補助対象経費から協賛金等の本補助金以外の収入金を控除した額

に１０分の１０を乗じて得た額以内で算定し、予算の範囲内で交付する。 

 

（交付申請の時期等） 

第７条 本補助金の交付申請は、市長が別に定める日までに行わなければならない。 

２ 規則第４条の申請書に添付すべき同条第１号に掲げる書類は様式第１号に、同条第



２号に掲げる書類は様式第２号によるものとする。 

３ 本補助金の交付を受けようとする者は、交付申請に当たり、仕入控除税額が明らか

でないときは、第５条の規定にかかわらず、仕入控除税額を含む補助対象経費の額を

もって算定した補助金の額（以下「仕入控除税額を含む額」という。）の範囲内で交付

申請をすることができる。 

４ 市長は、前項の規定による申請を受けたときは、第５条の規定にかかわらず、仕入

控除税額を含む額の範囲内で交付決定をすることができる。この場合においては、仕

入控除税額が明らかになった後、速やかに、交付決定に係る本補助金の額（変更され

た場合は、変更後の額とする。以下「交付決定額」という。）から当該仕入控除税額に

対応する額を減額するものとする。 

 

（承認を要しない変更） 

第８条 規則第９条第１項の市長が別に定める変更は、本補助金の増額を伴う変更以外

の変更とする。 

 

（着手届を要しない場合） 

第９条 規則第１０条第１項第３号の市長が別に定める場合は、同項第１号又は第２号

に規定する補助事業以外のすべての補助事業に係る場合とする。 

 

（実績報告の時期等） 

第１０条 規則第１２条に定める実績報告は、補助事業の完了、中止若しくは廃止の日

から 

５０日を経過する日又は本補助金の交付決定を受けた年度の翌年度の４月１０日のい

ずれか早い日までに行わなければならない。 

２ 規則第１２条の実績報告書に添付すべき同条第１号に掲げる書類は、それぞれ様式

第１号及び様式第２号によるものとする。 

３ 本補助金の交付を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、実績報告に当たり、

その時点で明らかになっている仕入控除税額（以下「実績報告控除税額」という。）が

交付決定額に係る仕入控除税額（以下「交付決定控除税額」という。）を超える場合は、

補助対象経費の額からその超える額を控除して報告しなければならない。 

４ 補助事業者が実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合において、

その額が実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、

当該交付決定控除税額）を超えるときは、様式第３号により速やかに市長に報告し、

市長の返還命令を受けて、その超える額に対応する額を市に返還しなければならない。 

 

（財産の処分制限） 

第１１条 規則第１６条ただし書の期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭

和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間（同令に定めのない財

産については、市長が別に定める期間）とする。 

２ 規則第１６条第４号の財産は、次のいずれかに該当するものとする。 



⑴ 取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上の機械及び器具 

⑵ その他交付目的を達成するため処分を制限する必要があるものとして市長が別に

定めるもの 

 

（収益納付） 

第１２条 補助事業者は、本補助金の事業により取得し、又は効用の増加した財産を処

分したことにより収入があったときは、当該収入があった日から５日以内に、市長に

その旨を報告しなければならない。 

２ 前項の場合において、市長がその全部又は一部に相当する額を市に納付するよう指

示したときは、補助事業者は、これに従わなければならない。 

 

（雑則） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、本補助金について必要な事項は、経済観光部

長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和８年４月 1 日から施行する。 

 

 

別表（第５条関係） 

補助対象経費 

賃金、報償費、旅費、消耗品費、燃料費、印刷製本費、光熱水

費、修繕費、 

通信運搬費、広告宣伝費、手数料、保険料、委託料、使用料及び

賃借料、備品購入費 

（備考）上記経費に係る消費税及び地方消費税も対象とする。 

  



様式第１号(第７条、第１０条関係) 

 

鳥取砂のルネッサンス活動支援事業計画（報告）書 

  

１．事業予定（実施）期間   開始    年  月  日 

               終了    年  月  日 

２．事業計画（実績） 

 

３．事業効果見込（実績） 

 

４．消費税の取扱い 

（一般課税事業者 ・ 簡易課税事業者 ・ 免税事業者 ・特定収入割合が５％を超えて

いる公益法人 ・仕入控除税額が明らかでない一般課税事業者） 

※いずれか該当するものに○をしてください。 

 

（具体的計画） 

  

（具体的計画） 

  



様式第２号(第７条、第１０条関係) 

 

鳥取砂のルネッサンス活動支援事業収支予算（決算）書 

（収入の部）                         (単位：

円) 

科  目 
本年度予算（決

算）額 
摘 要 

   

計   

 

（支出の部）                         (単位：

円) 

科  目 
本年度予算（決

算）額 
摘 要 

   

計   

 
 
 
 
 
 



様式第３号（第１０条関係） 
年  月  日 

 鳥取市長 様 
 
                 申請者  住 所                
                      氏 名                

 
 

  年度仕入れに係る消費税等相当額報告書 
 

   年  月  日付鳥取市指令第  号により交付決定の通知のあった鳥取砂の
ルネッサンス活動支援補助金について、鳥取砂のルネッサンス活動支援補助
金交付要綱第１０条第４項の規定に基づき、下記のとおり報告します。 
 

記 

 
１ 交付された補助金等の額の確定額               金      円 

（ 年 月 日付第 号による額の確定通知額） 

 
２ 消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

金      円 

 
３ 補助金の額の確定までに減額した仕入控除税額        金      円 

 
４ 補助金返還額（２から３の額を差し引いた額）        金      円 

 
５ 仕入控除税額がない理由（選択又は記入すること。） 
□ 課税期間に係る基準期間における課税売上高が 1,000 万円以下であり、適格請求

書発行事業者に登録しておらず、消費税の納税義務がない。 
□ 簡易課税方式により申告したため、補助金に係る消費税及び地方消費税の仕入控

除税額がない。 
□ ２割特例方式（適格請求書発行事業者となる小規模事業者に対する負担軽減措置）

により申告したため、補助金に係る消費税及び地方消費税の仕入控除税額がない。 
□ 公益法人等であり、特定収入割合が５％を超えるため、補助金に係る消費税及び

地方消費税の仕入控除税額がない。 
□ その他（                               ） 

 
６ 添付資料 
（１）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算方法や積算内訳等を記載した書

類（別紙） 
（２）課税期間分の消費税及び地方消費税の確定申告書（写し） 
（３）課税売上割合・控除対象仕入れ税額等の計算表（写し） 

 



 
別紙 

 
消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の計算方法や積算の内訳等を記載した書類 

 
 
１ 事業実施主体名 

 
２ 事業実施主体住所 

 
３ 代表者職氏名 

 
４ 補助事業名 

 
５ 補助金額 

 
６ 当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

 
７ ６の計算方法や積算の内訳 
（１）補助対象経費（補助金の使途）の内訳 

 

区分 
課税 
仕入

れ 

 
非課税 
仕入れ 

合計 課税売上 
対応分 

非課税売上 
対応分 

共通対応

分 

経
費
の
内
訳 

       

       

       

       

 
（２）課税売上割合   ％ 

 
（３）補助金に係る仕入控除税額の計算方法 
 

 

 

 
 

 

 


